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1.  平成23年2月期の連結業績（平成22年3月1日～平成23年2月28日） 

  
  

(2) 連結財政状態 

  
  

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年2月期 38,319 1.8 624 23.6 496 30.5 270 589.6
22年2月期 37,647 5.4 505 10.5 380 11.3 39 371.0

（注）包括利益 23年2月期 ―百万円 （―％） 22年2月期 ―百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年2月期 37.36 ― 8.4 3.1 1.6
22年2月期 5.27 ― 1.2 2.5 1.3

（参考） 持分法投資損益 23年2月期  ―百万円 22年2月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年2月期 15,802 3,254 20.6 452.90
22年2月期 15,953 3,157 19.8 424.82

（参考） 自己資本   23年2月期  3,254百万円 22年2月期  3,157百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年2月期 681 △304 △703 495
22年2月期 318 △499 138 822

2.  配当の状況 

  
  

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年2月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00 74 189.8 2.3
23年2月期 ― 0.00 ― 12.00 12.00 86 32.1 2.7

24年2月期(予想) ― 0.00 ― 12.00 12.00 31.4

3.  平成24年2月期の連結業績予想（平成23年3月1日～平成24年2月29日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

  
  

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 20,000 2.4 250 △20.8 180 △27.8 20 △86.1 2.78
通期 40,000 4.4 676 8.2 530 6.7 275 1.7 38.27
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

 （注） 詳細は、 7ページ「企業集団の状況」をご覧ください。 

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

 （注） 詳細は、 21ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 
   

(3) 発行済株式数（普通株式） 

 （注） 1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、 39ページ「1株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年2月期 8,415,000 株 22年2月期 8,415,000 株

② 期末自己株式数 23年2月期 1,229,163 株 22年2月期 981,763 株

③ 期中平均株式数 23年2月期 7,239,244 株 22年2月期 7,436,342 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年2月期の個別業績（平成22年3月1日～平成23年2月28日） 

  
  

(2) 個別財政状態 

  
  
 

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年2月期 38,319 1.8 665 13.7 511 16.0 259 31.1
22年2月期 37,647 5.4 585 8.0 441 5.2 197 96.7

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年2月期 35.80 ―

22年2月期 26.58 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年2月期 15,809 3,390 21.4 471.88
22年2月期 15,950 3,305 20.7 444.70

（参考） 自己資本 23年2月期  3,390百万円 22年2月期  3,305百万円

2.  平成24年2月期の個別業績予想（平成23年3月1日～平成24年2月29日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

  

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく 
 財務諸表の監査手続は終了しておりません。  
  

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいております。 
 実際の業績は、様々な要因により予想値とは大きく異なる可能性があります。 
  

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 20,000 2.4 270 △19.6 188 △27.4 12 △90.8 1.78
通期 40,000 4.4 716 7.6 550 7.4 260 0.3 36.18
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(当期の経営成績） 

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用環境や所得水準の低迷などから、個人消費は低調なまま

推移しております。また、流通業界におきましては、個人消費が冷え込み、競合各社の競争がさらに激

化しており、厳しい経営環境が続いております。 

このような状況の中で、当社グループは中期経営計画「新しい発想で、新しい商品・新しい仕組みを

創り出す」の2年目として、引き続き年間52週のＭＤ（マーチャンダイジング）カレンダーに基づいた

「旬の商品」の提案とお客様の暮らしを考えた食に関する提案を積極的に進めております。9月からは

新聞折込チラシに「こだわり商品」を紹介する回数を増やし、味や品質でおすすめする商品の販売を強

化しました。また、店内のお客様のアンケート用紙を一新して、弊社が見落としているニーズの掘り起

こしに努めました。そこで得られたご意見をもとに、商品の品揃えの変更や接客向上を目的とした「笑

顔のあいさつ運動」に取り組みました。 

売上高につきましては、残暑の影響により夏物商品等の一部商品は動きが良かったものの、全般的に

個人消費の伸びが弱く、既存店の売上に影響が見られましたが、平成21年12月に新規出店した「飯山

店」が寄与したことから、増収となりました。粗利益面におきましては、価格競争や青果物の高騰など

収益環境は厳しいものとなりましたが、ロス率の改善および仕入チャネルの開発等により、荒利額の向

上に努めました。一方、経費面では、販売費及び一般管理費の削減を推し進めました。 

以上の営業活動の結果、当連結会計年度の売上高は383億１千９百万円（前期比1.8％増）となり、経

常利益は４億９千６百万円（前期比30.5％増）、当期純利益は２億７千万円（前期比589.6％増）とな

りました。 

  

当グループの部門別売上高の状況は次のとおりであります。 

①一般食品部門におきましては、ＴＰＯＳ（Time：時、Place：場所、Occasion：場合、Style：スタ

イル）にあった品揃えと価格設定を意識し、カテゴリー毎の商品構成（価値訴求、価格訴求）、陳列位

置、陳列数の工夫等により、値頃感のある便利な売場作りを進めました。買上頻度が高い主力商品を中

心に仕入チャネルの開発を進め、価格競争に対応するとともに、味や品質を訴求する商品も差し込み、

幅広いニーズに対応するよう取り組みました。さらに、メニュー提案として、人気Webサイト「レシピ

ブログ」との連携による情報提供にも取り組みました。 

その結果、当部門の売上高は193億２百万円（前期比2.4％増）となりました。 

②生鮮食品部門におきましては、青果と鮮魚の２部門をメインとして、旬の商品を中心に季節感のあ

る売場作りに努めました。「食の安全」、「おいしさ」、「鮮度」の点から、地元である長野県産の食

材を品揃えの中心とし、販売強化を重点的に行いました。前年に引き続き、年間52週のＭＤ（マーチャ

ンダイジング）カレンダーに基づき、旬の商品の週別展開やメニュー提案を行なう等、積極的な展開を

しております。 

その結果、当部門の売上高は179億４百万円（前期比1.6％増）となりました。 

③日用品雑貨部門におきましては、日用消耗品を中心とした高頻度品の展開を強化いたしました。し

かしながら、異業種との競争も続いており、洗剤・紙製品をはじめとした主力品の売上に影響しまし

た。 

その結果、当部門の売上高は11億１千２百万円（前期比6.1％減）となりました。 

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析
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（次期の見通し） 

今後の見通しにつきましては、デフレ傾向が続く中、日本経済は先行き不透明な状況等が続くものと

思われます。また、平成23年3月に発生した東日本大震災は、甚大な被害をもたらしており、予断を許

さない厳しい経営環境が続くものと思われます。この震災による当社営業店舗への影響は軽微なものに

とどまっておりますが、商品調達面等の推移を見極めつつ、的確な対応をとってまいります。 

このような状況の中で、当社グループは、「旬の商品」と味や品質を訴求する「こだわり商品」の提

案、地元の長野県産食材の販売を強化し、客数・客単価増に努めてまいります。また、新規出店１店舗

と移転１店舗を計画しており、さらなる営業力の強化を図ってまいります。 

これにより通期の連結業績の見通しにつきましては、売上高は400億円（前期比4.4％増）を予想して

おります。利益面では、営業利益７億２千６百万円（前期比16.2％増）、経常利益５億３千万円（前期

比6.7％増）を予想しておりますが、資産除去債務に関する会計基準適用により、特別損失と税金費用

が増加するため、当期純利益２億７千５百万円（前期比1.7％増）を予想しております。 

  

①資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて、１億５千９百万円増加しておりますが、これは、主として

たな卸資産が５億５千８百万円増加し、現金預金が３億１千７百万円減少したことによります。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べて、３億１千万円減少しておりますが、これは、主として建物

及び構築物が３億８千３百万円減少したことによります。 

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて１億５千１百万円減少し、158億２百万円となりま

した。 

（負債） 

流動負債は、前連結会計年度末に比べて、１億１千５百万円増加しておりますが、これは、主として

未払法人税等が７千３百万円増加したことによります。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べて、３億６千３百万円減少しておりますが、これは、主として

長期借入金が３億６千８百万円減少したことによります。 

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて２億４千７百万円減少し、125億４千７百万円と

なりました。 

（純資産） 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、９千６百万円増加し、32億５千４百万円となりました。

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物(以下、「資金」という)は、営業活動によ

り得られた資金が６億８千１百万円、財務活動により使用した資金が７億３百万円になったこと等によ

り、前連結会計年度末に比べ３億２千６百万円減少し、当連結会計年度末には４億９千５百万円となっ

ております。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

税金等調整前当期純利益４億８千１百万円、減価償却費６億９千８百万円、たな卸資産の増加額５億

５千８百万円等により営業活動により得られた資金は６億８千１百万円となり、前連結会計年度末と比

(2) 財政状態に関する分析
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べ３億６千２百万円の増加（前期比213.8％）となっております。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

有形固定資産の取得による支出３億３百万円等により投資活動により使用した資金は３億４百万円と

なり、前連結会計年度末と比べ１億９千４百万円の減少（前期比61.0％）となっております。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

設備資金等の調達のため７億１千万円を新規に借入し、弁済期日の到来により13億９千４百万円借入

を返済したことなどにより、財務活動により使用した資金は７億３百万円となり、前連結会計年度末と

比べ８億４千１百万円の増加となっております。 

  

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりです。 

 
 （注） 自己資本比率 ： 自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 

   キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・ガバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

   ※いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

     ※株式時価総額は期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後） 

     ※キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております。有利子負債は  

      貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象と 

      しております。 

  

利益配分につきましては、株主の皆様への利益還元を経営の重要政策の一つと位置づけ、業績の安定

と株主資本の拡充を図りながら配当水準の向上と安定化に努めることを、基本方針としております。 

当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。なお、当社は、会社法第

45条第５項の規程に基づき、中間配当をすることができる旨を定款で定めております。配当の決定機関

は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

当期末の剰余金の配当につきましては、前期から２円増配し年12円を予定しております。また、次期

の剰余金の配当につきましても、年12円を予定しております。 

  

平成20年２月期 平成21年２月期 平成22年２月期 平成23年２月期

自己資本比率 21.9％ 21.5％ 19.8％ 20.6％

時価ベースの自己資本比率 33.2％ 30.0％ 28.0％ 28.3％

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

8.5年 6.1年 27.1年 12.2年

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

4.9倍 7.6倍 1.9倍 4.1倍

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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当社グループの経営成績、財務状況等に関するリスクについて、投資者の判断に影響を及ぼす可能性の

あると考えられる事項を記載しております。当社は、これらのリスクの発生可能性を認識した上で、発生

の回避及び万が一発生した場合には適切な対応に努め、事業活動に支障を来さないよう努力してまいりま

す。 

①競合等の影響について 

当社は、長野県内に食品を中心としたスーパーマーケットを30店舗展開しております。現状スーパー

マーケット業界は、オーバーストア状況にありますが、そうした中で依然として新規出店が続いており

店舗間競争が熾烈化する状況にあります。マーチャンダイジングやオペレーションの改革に取り組んで

まいりますが、当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を受ける可能性があります。 

②商品の調達について 

当社は生鮮食品から加工食品、デイリー食品など食品中心に商品を販売しております。伝染病や残留

農薬、抗生物質、放射能などの問題発生により、相場の高騰や消費不振などの経済的、社会的要因が起

こることにより、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。 

近年では、国内で発生した鳥インフルエンザ、口蹄疫問題により精肉の消費が低迷いたしました。 

③衛生管理について 

衛生管理については生鮮食品を取り扱う企業として衛生管理は必要不可欠な問題であり、ひとつの事

故によりお客様からの信用を失墜させ、当社グループの経営成績に多大な影響を受ける可能性がありま

す。 

当社グループでは、内部監査部内に品質・法令管理チームを設け、検査・管理体制を充実させるとと

もに、各店舗においても、衛生管理マニュアルに沿った運用を実施しております。 

④異常気象・自然災害、事故等について 

当社は、一般消費者を対象とした各店舗における販売が中心であり、冷夏・暖冬等の天候不順の悪影

響に加えて、自然災害・事故等で店舗の営業活動に著しい支障が生じ、当社グループの経営成績及び財

政状態等に影響を及ぼす可能性があります。そのため、災害や事故等に対しては、緊急時の社内体制の

整備等をしておりますが、万一、大規模な自然災害や事故が発生した場合には、当該店舗の営業活動を

一時休止する状況も予想されます。 

⑤法的規制等について 

当社は、コンプライアンスの向上に努め、法令等に充分留意した営業活動を行っておりますが、万

一、これらに違反する事由が生じた場合には、企業活動が制限される可能性があります。また、法令等

の規制に対応するため、経営コストが増加する可能性があります。そのため、法的規制等が当社グルー

プの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。当社グループは、多店舗展開を行って

おりますが、店舗の新規出店及び既存店の変更について、「大規模小売店舗立地法」（以下、「大店立

地法」という）により、一部規制を受けております。 

  

該当事項はありません。  

  

(4) 事業等のリスク

(5) 継続企業の前提に関する重要事象等
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当企業集団は、株式会社マツヤ(当社)及び子会社１社で構成されており、事業は、スーパーマーケット

事業を行っております。 

事業内容と当社及び関係会社の当該事業における位置づけは、次のとおりであります。 

 
以上の企業集団等について図示すると次のとおりであります。 

  

 

  

（注）株式会社マツヤショッピングモールは、長野赤沼店（長野県長野市）が入店するショッピングモールの運営を行

っております。 

2. 企業集団の状況

区分 会社名

スーパーマーケット事業 ㈱マツヤ(当社) ㈱マツヤショッピングモール

－7－
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当社及び当社グループは、「地域の文化や習慣を守り育てながら、鮮度の良い価値ある商品を提供

し、より豊かで快適な暮らしの実現に寄与する」を基本方針とし、地域と共に発展する、お客様に信頼

される食品スーパーマーケットを目指しております。 

  

当社及び当社グループは、株主資本の効率的な活用及び株主持分の成長性の観点から、ROE（株主資

本当期純利益率）、EPS（一株当たり当期純利益）を目標数値とし、常に収益の改善につとめ、コスト

の削減意識をもって、経営に取り組んでまいります。 

 
  

当社及び当社グループは、「少子高齢化」「経済不安＆二極化」「国産・安全」「内食傾向」「エコ

ロジー＆エコノミー」をキーワードに、中期経営計画３ヵ年の基本テーマ として、 

   ― お客様に喜ばれ、従業員も嬉しい、地球にやさしいマツヤ ― 

     “新しい発想で、新しい商品・新しい仕組みを創り出す”  

を設定し、平成26年に迎える創業100周年を次なる飛躍への区切りとして見据え、以下の項目を重点的

に取り組み、競争に打ち勝つ企業体質の確立に努めてまいります。―― 

①地域の暮らしや食文化に密着したマーチャンダイジングの構築と、新しい仕入チャネルや 

  新商品の開発により、お客様のための情報発信型企業の実現。 

 ②新規出店・既存店舗の改装の戦略的な柱として、業務用スーパー事業を展開。 

 ③お客様に安全・安心の商品を常に提供するため、トレーサビリティー(商品履歴管理)・ 

  衛生管理の徹底と作業環境の整備。 

 ④環境へ配慮した事業活動と作業の標準化・効率化によるローコストオペレーションの確立。 

 ⑤流動化による資産の良化と負債の圧縮により、財務体質の改善。  

  

当社及び当社グループは安定した経営基盤確立のため、下記の項目を重点課題として取り組み、さ

らなる顧客満足度と収益力の向上に努めてまいります。 

①店舗の活性化 

  ・地域の暮らしをベースに、旬の商品の提供と新商品開発等により、来店客数・客単価 

   アップの実現。 

  ・ＥＳＬＰ（エブリディ・セイム・ロープライス）の実現。  

  ・時間帯別販売管理の徹底によるチャンスロス、値下ロスの削減。 

 ②ローコストオペレーション 

  ・人員の適正配置とバックルーム作業の効率化。 

  ・物流コスト削減と在庫日数の削減。 

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

平成22年2月期実績 平成23年2月期実績 平成24年2月期目標

ROE 1.2% 8.4% 8.0%

EPS 5円27銭 37円36銭 38円27銭

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題
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  ・効率的な販売促進政策により、販売促進費を圧縮。 

 ③人材育成 

  ・研修制度の充実と生鮮をはじめとした技術教育の推進により、売場管理レベルの全店 

   標準化を実現。 

  ・接客レベルの向上等により、地域のお客様の信頼を得る。 

  

「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」に記載のとおりであります。 

(5) その他、会社の経営上重要な事項
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4.【連結財務諸表】

(1)【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成22年２月28日)

当連結会計年度
(平成23年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2 863,401 ※2 545,963

売掛金 203,110 224,921

リース投資資産 ※2 554,248 ※2 533,821

たな卸資産 ※1 1,359,536 ※1 1,917,881

繰延税金資産 136,548 70,173

その他 703,461 678,992

貸倒引当金 △11,700 △4,000

流動資産合計 3,808,606 3,967,754

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※2 15,303,571 ※2 15,472,773

減価償却累計額 ※3 △8,416,564 ※3 △8,968,966

建物及び構築物（純額） 6,887,006 6,503,806

機械装置及び運搬具 317,839 327,818

減価償却累計額 ※3 △265,736 ※3 △279,877

機械装置及び運搬具（純額） 52,102 47,940

土地 ※2 1,969,259 ※2 2,040,272

リース資産 516,414 648,506

減価償却累計額 △44,880 △126,618

リース資産（純額） 471,533 521,887

建設仮勘定 22,160 64,160

その他 460,138 463,894

減価償却累計額 ※3 △390,203 ※3 △408,659

その他（純額） 69,935 55,234

有形固定資産合計 9,471,998 9,233,302

無形固定資産

のれん 33,333 28,333

リース資産 50,396 48,806

借地権 ※2 1,047,978 ※2 1,047,978

ソフトウエア 20,836 13,891

その他 24,401 23,605

無形固定資産合計 1,176,946 1,162,614

投資その他の資産

投資有価証券 ※2 575,492 ※2 629,092

長期貸付金 9,706 7,238

繰延税金資産 262,673 184,510

差入保証金 503,888 485,202

その他 148,904 137,377

貸倒引当金 △4,700 △4,700

投資その他の資産合計 1,495,967 1,438,722

固定資産合計 12,144,913 11,834,639

資産合計 15,953,519 15,802,393
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成22年２月28日)

当連結会計年度
(平成23年２月28日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,943,234 1,964,678

短期借入金 ※2 4,402,603 ※2 4,368,693

リース債務 70,375 96,726

未払法人税等 42,208 115,208

賞与引当金 135,000 145,000

その他 799,410 818,471

流動負債合計 7,392,832 7,508,778

固定負債

長期借入金 ※2 3,652,613 ※2 3,284,542

リース債務 523,273 552,068

繰延税金負債 361,612 334,704

退職給付引当金 382,003 406,909

長期未払金 62,587 57,660

長期預り金 420,782 403,266

固定負債合計 5,402,873 5,039,151

負債合計 12,795,705 12,547,929

純資産の部

株主資本

資本金 1,097,000 1,097,000

資本剰余金 819,000 819,000

利益剰余金 1,906,914 2,103,071

自己株式 △662,390 △805,916

株主資本合計 3,160,524 3,213,154

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2,710 41,309

評価・換算差額等合計 △2,710 41,309

純資産合計 3,157,813 3,254,464

負債純資産合計 15,953,519 15,802,393
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(2)【連結損益計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

売上高 37,647,915 38,319,627

売上原価 28,500,933 28,828,078

売上総利益 9,146,982 9,491,548

その他の営業収入 1,154,531 1,150,168

営業総利益 10,301,514 10,641,717

販売費及び一般管理費

従業員給料及び賞与 3,626,037 3,736,114

賞与引当金繰入額 135,000 145,000

退職給付費用 152,246 164,234

地代家賃 929,458 906,611

減価償却費 675,590 698,105

その他 4,277,678 4,366,924

販売費及び一般管理費合計 9,796,010 10,016,989

営業利益 505,503 624,727

営業外収益

受取利息 1,136 348

受取配当金 12,225 13,011

債務勘定整理益 12,886 7,979

その他 20,318 21,060

営業外収益合計 46,567 42,399

営業外費用

支払利息 169,677 168,143

その他 1,646 2,278

営業外費用合計 171,324 170,421

経常利益 380,746 496,705

特別利益

固定資産売却益 ※1 11,672 －

投資有価証券売却益 6,491 －

貸倒引当金戻入額 － 7,700

特別利益合計 18,164 7,700

特別損失

固定資産除却損 － ※2 22,942

役員退職慰労金 80,000 －

特別損失合計 80,000 22,942

税金等調整前当期純利益 318,911 481,463

法人税、住民税及び事業税 23,863 102,924

法人税等調整額 255,823 108,049

法人税等合計 279,687 210,974

当期純利益 39,224 270,489
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(3)【連結株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,097,000 1,097,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,097,000 1,097,000

資本剰余金

前期末残高 819,000 819,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 819,000 819,000

利益剰余金

前期末残高 1,942,100 1,906,914

当期変動額

剰余金の配当 △74,410 △74,332

当期純利益 39,224 270,489

当期変動額合計 △35,186 196,156

当期末残高 1,906,914 2,103,071

自己株式

前期末残高 △657,767 △662,390

当期変動額

自己株式の取得 △4,622 △143,526

当期変動額合計 △4,622 △143,526

当期末残高 △662,390 △805,916

株主資本合計

前期末残高 3,200,333 3,160,524

当期変動額

剰余金の配当 △74,410 △74,332

当期純利益 39,224 270,489

自己株式の取得 △4,622 △143,526

当期変動額合計 △39,808 52,630

当期末残高 3,160,524 3,213,154
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △4,289 △2,710

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1,578 44,019

当期変動額合計 1,578 44,019

当期末残高 △2,710 41,309

評価・換算差額等合計

前期末残高 △4,289 △2,710

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1,578 44,019

当期変動額合計 1,578 44,019

当期末残高 △2,710 41,309

純資産合計

前期末残高 3,196,043 3,157,813

当期変動額

剰余金の配当 △74,410 △74,332

当期純利益 39,224 270,489

自己株式の取得 △4,622 △143,526

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,578 44,019

当期変動額合計 △38,229 96,650

当期末残高 3,157,813 3,254,464
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 318,911 481,463

減価償却費 675,590 698,105

投資有価証券売却損益（△は益） △6,491 －

固定資産売却損益（△は益） △11,672 －

固定資産除却損 － 126

のれん償却額 5,000 5,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 19,309 24,905

賞与引当金の増減額（△は減少） 9,000 10,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,400 △7,700

受取利息及び受取配当金 △13,362 △13,360

支払利息 169,677 168,143

売上債権の増減額（△は増加） △30,713 △21,811

たな卸資産の増減額（△は増加） △312,432 △558,345

リース投資資産の増減額（△は増加） △554,248 20,427

その他の流動資産の増減額（△は増加） 20,750 33,522

仕入債務の増減額（△は減少） 27,948 △31,469

未払消費税等の増減額（△は減少） △5,526 129,887

未払金の増減額（△は減少） 7,066 △34,000

未払費用の増減額（△は減少） △2,114 1,013

預り保証金の増減額（△は減少） 137,525 △17,516

その他の流動負債の増減額（△は減少） 33,576 △20,083

小計 489,193 868,308

利息及び配当金の受取額 13,392 13,373

利息の支払額 △168,311 △177,206

法人税等の支払額 △15,499 △22,831

営業活動によるキャッシュ・フロー 318,775 681,643

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △36,012 △36,004

定期預金の払戻による収入 36,004 27,000

有形固定資産の取得による支出 △768,296 △303,878

有形固定資産の売却による収入 166,949 －

無形固定資産の取得による支出 △42,445 －

無形固定資産の売却による収入 2,852 －

貸付金の回収による収入 102,587 2,448

差入保証金の差入による支出 △38,035 △3,793

差入保証金の回収による収入 99,561 11,967

投資有価証券の取得による支出 △58,532 －

投資有価証券の売却による収入 64,654 －

その他 △28,627 △2,351

投資活動によるキャッシュ・フロー △499,340 △304,611
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 115,110 282,039

長期借入れによる収入 1,500,000 710,000

長期借入金の返済による支出 △1,354,043 △1,394,020

リース債務の返済による支出 △44,141 △83,700

自己株式の取得による支出 △4,622 △143,526

配当金の支払額 △74,070 △74,267

財務活動によるキャッシュ・フロー 138,232 △703,475

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △42,332 △326,443

現金及び現金同等物の期首残高 864,695 822,363

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 822,363 ※1 495,919
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該当事項はありません。 

(5)【継続企業の前提に関する注記】
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(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

１ 連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。

(1) 連結子会社数     １社

㈱マツヤショッピングモール

なお、㈱アップルパークは、平

成21年５月８日付で商号を㈱マツ

ヤショッピングモールに変更して

おります。

すべての子会社を連結しております。

(1) 連結子会社数     １社

㈱マツヤショッピングモール

(2) 非連結子会社名

非連結の子会社はありません。

(2) 非連結子会社名

同左

２ 持分法の適用に関する事

項

関連会社はありません。 同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日は連結決算日と

一致しております。

なお、㈱マツヤショッピングモール

については、当連結会計年度より、連

結決算日である２月末日に変更してお

ります。

連結子会社の決算日は連結決算日と

一致しております。

４ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

1)有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算出しておりま

す。)

1)有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

2)たな卸資産

商品

……売価還元法による原価法

（収益性の低下による簿

価切下げの方法）

ただし生鮮食料品は最終

仕入原価法

（収益性の低下のよる簿

価切下げの方法）

貯蔵品

……最終仕入原価法

2)たな卸資産

商品

……同左

 

 

 

 

 

 

貯蔵品

……同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

……定率法によっております。

ただし、建物(建物附属設備を除

く)は定額法によっております。

なお、主要な耐用年数は、以下の

とおりであります。

建物及び構築物  10年～39年

機械装置及び運搬具６年～９年

有形固定資産（リース資産を除く）

……同左

無形固定資産（リース資産を除く）

……定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法によっ

ております。

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

……リース期間を耐用年数とし、残存

価額をゼロとする定額法によって

おります。

なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース取

引開始日が平成21年２月28日以前

のものについては、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

無形固定資産（リース資産を除く）

……同左

  

  

  

 

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

……同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

1)貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一

般債権については、貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

1)貸倒引当金

同左

2)賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額を計上しておりま

す。

2)賞与引当金

同左

3)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末において発生

していると認められる額を計上して

おります。

過去勤務債務については、発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による按分額を費

用処理しております。

数理計算上の差異については、発

生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)による按分額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度よ

り費用処理しております。

3)退職給付引当金

同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

(4) 重要な収益及び費用の

計上基準

ファイナンス・リース取引に関する

収益の計上基準

利息相当額を各期に配分する方法

により、その他の営業収入に計上し

ております。

ファイナンス・リース取引に関する

収益の計上基準

同左

(5) 重要なヘッジ会計の方

法

① ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引

金利スワップの特例処理によっ

ております。

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

金利リスクを回避するためのス

ワップ取引

ヘッジ対象

借入金の支払金利

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③ ヘッジ方針

当社グループのリスク管理方針

に基づき金利変動リスクをヘッジ

することとしております。

③ ヘッジ方針

同左

④ ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件

を満たしているので、決算日にお

ける有効性の評価を省略しており

ます。

④ ヘッジの有効性評価の方法

当連結会計年度末においてデリ

バティブ取引を使用していないた

め、有効性の評価を省略しており

ます。

(6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

消費税等の会計処理方法

同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価

方法は全面時価評価法によっており

ます。

同左

６ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

のれんの償却については、その効

果が発現すると見積もられる期間

（10年）で均等償却しております。

同左

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期的な投

資からなっております。

同左
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(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

【会計方針の変更】

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成18年７月５日公表 企業会計基準第９号）

を適用し、評価基準については、原価法から原価法（収

益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しておりま

す。前連結会計年度と同一の方法によった場合と比べ、

営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益に与える

影響は軽微であります。

（リース取引に関する会計基準の適用）

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度より、「リース取引に関

する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17

日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））を適用し、通常の売買処理によっておりま

す。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成21年２月28日以前のものに

ついては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。

これにより、前連結会計年度と同一の方法によった場

合と比べ、営業総利益は16,468千円減少し、営業利益は

46,184千円、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそ

れぞれ34,014千円増加しております。

―――――

 

 

 

 

 

 

 

―――――

――――― （退職給付に係る会計基準）

当連結会計年度から、「退職給付に係る会計基準」の

一部改正（その３）（企業会計基準19号 平成20年７月

31日）を適用しております。

数理計算上の差異を翌期から償却するため、これによ

る営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与

える影響はありません。

また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債務

の差額の未処理残高はありません。
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(8)【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成22年２月28日)

当連結会計年度 
(平成23年２月28日)

※１ たな卸資産の内訳

商品 1,354,018千円

貯蔵品 5,517

※１ たな卸資産の内訳

商品 1,912,137千円

貯蔵品 5,743

※２ 担保提供資産

(担保に供している資産)

現金及び預金 30,000千円

リース投資資産 412,071

建物及び構築物 4,963,674

土地 1,813,997

借地権 27,000

投資有価証券 247,139

計 7,493,883

※２ 担保提供資産

(担保に供している資産)

現金及び預金 30,000千円

リース投資資産 355,205

建物及び構築物 4,745,152

土地 1,884,603

借地権 27,000

投資有価証券 256,934

計 7,298,895

(上記に対応する債務)

短期借入金 2,443,400千円

長期借入金 4,643,646

(１年内返済予定分を含む)

計 7,087,046

(上記に対応する債務)

短期借入金 2,753,400千円

長期借入金 4,150,026

(１年内返済予定分を含む)

計 6,903,426

※３ 減損損失累計額

減損損失累計額は、当該資産の減価償却累計額

に含めて表示しております。

※３ 減損損失累計額

同左

 ４ 偶発債務

下記の会社の金融機関からの借入金(建設資金)

に対して次のとおり債務保証を行っております。

須高ケーブルテレビ㈱ 9,151千円

計 9,151

 ４ 偶発債務

下記の会社の金融機関からの借入金(建設資金)

に対して次のとおり債務保証を行っております。

須高ケーブルテレビ㈱ 6,561千円

計 6,561

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

※１ 固定資産売却益の内訳は、建物及び構築物11,401

千円、機械装置及び運搬具17千円、有形固定資産

「その他」５千円、借地権197千円、投資その他の

資産「その他」50千円であります。

―――――

――――― ※２ 固定資産除却損の内訳は、有形固定資産「その

他」126千円、原状回復費用22,815千円でありま

す。
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(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

取締役会決議による取得      7,800 株 

  

 
  

 
  

   

  

   

(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

取締役会決議による取得         247,400 株 

  

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 8,415,000 ─ ─ 8,415,000

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 973,963 7,800 ─ 981,763

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成21年５月26日 
定時株主総会

普通株式 74,410 10 平成21年２月28日 平成21年５月27日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年５月25日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 74,332 10 平成22年２月28日 平成22年５月26日

当連結会計年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 8,415,000 ─ ─ 8,415,000

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 981,763 247,400 ― 1,229,163

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成22年５月25日 
定時株主総会

普通株式 74,332 10 平成22年２月28日 平成22年５月26日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年５月25日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 86,230 12 平成23年２月28日 平成23年５月26日
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前連結会計年度及び当連結会計年度において、スーパーマーケット事業並びにこれらの付帯業務

の単一事業であります。従いまして、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略し

ております。 

前連結会計年度及び当連結会計年度において本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在

外支店がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度及び当連結会計年度において海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

 

(平成22年２月28日現在)

現金及び預金勘定 863,401千円

預入期間が３か月を 
超える定期預金

△41,038

現金及び現金同等物 822,363

２ 重要な非資金取引の内容
当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・
リース取引に係る資産及び負債の額は、それぞれ
571,586千円であります。

 

(平成23年２月28日現在)

現金及び預金勘定 545,963千円

預入期間が３か月を
超える定期預金

△50,043

現金及び現金同等物 495,919

２ 重要な非資金取引の内容
当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・
リース取引に係る資産及び負債の額は、それぞれ
138,845千円であります。

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高
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(リース取引関係)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

 

 

１. ファイナンス・リース取引

（貸主側）

（1）リース投資資産の内訳
流動資産

リース料債権部分 768,991千円

見積残存価額部分 ―

受取利息相当額 △214,742

リース投資資産 554,248

（2）リース投資資産に係るリース料債権部分の連結会

計年度末日後の回収予定額

流動資産 （単位：千円）

リース投資資産

1年以内 40,121

1年超2年以内 40,121

2年超3年以内 40,121

3年超4年以内 40,121

4年超5年以内 40,121

5年超 568,385

（借主側）

（1）リース資産の内容
・有形固定資産
主として、店舗における什器・備品等であります。
・無形固定資産
主として、本社におけるソフトウェアであります。
（2）リース資産の減価償却方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定
額法によっております。

 

 

１. ファイナンス・リース取引

（貸主側）

（1）リース投資資産の内訳
流動資産

リース料債権部分 728,870千円

見積残存価額部分 ―

受取利息相当額 △195,048

リース投資資産 533,821

（2）リース投資資産に係るリース料債権部分の連結会

計年度末日後の回収予定額

流動資産 （単位：千円）

リース投資資産

1年以内 40,121

1年超2年以内 40,121

2年超3年以内 40,121

3年超4年以内 40,121

4年超5年以内 40,121

5年超 528,263

（借主側）

（1）リース資産の内容
・有形固定資産
 同左

・無形固定資産
 同左

（2）リース資産の減価償却方法
 同左
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前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

２. リース取引開始日が平成21年２月28日以前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引

（借主側）

２. リース取引開始日が平成21年２月28日以前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引

（借主側）

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

機械装置及び
運搬具

462,414 357,399 105,014

有形固定資産
その他

2,294,934 1,195,853 1,099,081

ソフトウエア 236,708 105,447 131,260

合計 2,994,056 1,658,700 1,335,356

 

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

機械装置及び
運搬具

369,846 296,723 73,123

有形固定資産
その他

1,983,282 1,173,736 809,545

ソフトウエア 231,014 137,082 93,931

合計 2,584,143 1,607,543 976,600

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 380,414千円

１年超 1,060,786

合計 1,441,200

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 322,209千円

１年超 745,188

合計 1,067,397

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 488,479千円

減価償却費相当額 422,546

支払利息相当額 60,047

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 416,913千円

減価償却費相当額 361,731

支払利息相当額 44,761

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

同左

・利息相当額の算定方法

……リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっております。

３. オペレーティング・リース取引

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

１年以内 1,332千円

１年超 1,332

合計 2,664

 

・利息相当額の算定方法

同左

３. オペレーティング・リース取引

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

１年以内 1,332千円

合計 1,332
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前連結会計年度(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日) 

該当事項はありません。 

（追加情報） 

当連結会計年度から平成18年10月17日公表の、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 企業会計基準第11号）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会

企業会計基準適用指針第13号）を適用しております。 

この結果、従来開示しておりました役員及び個人主要株主等との取引は、重要性がないため開示を省略し

ております。なお、従来の開示対象範囲に変更はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日) 

該当事項はありません。 

  

(関連当事者情報)
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(税効果会計関係)

前連結会計年度 
(平成22年２月28日)

当連結会計年度 
(平成23年２月28日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

繰延税金資産

繰越欠損金 160,173千円

減損損失 106,233

投資有価証券 90,002

退職給付引当金 159,507

賞与引当金 54,594

その他 36,900

小計 607,411

評価性引当額 △208,189

繰延税金資産合計 399,222

繰延税金負債

圧縮積立金 361,612

繰延税金負債合計 361,612

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

繰延税金資産

繰越欠損金 122,533千円

減損損失 103,278

投資有価証券 28,869

退職給付引当金 169,579

賞与引当金 58,638

その他 29,064

繰延税金負債との相殺 △9,114

小計 502,848

評価性引当額 △248,163

繰延税金資産合計 254,684

繰延税金負債

圧縮積立金 334,704

その他 9,114

繰延税金資産との相殺 △9,114

繰延税金負債合計 334,704

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.44％

（調整）

住民税均等割額 6.96％

評価性引当増加額 34.11％

その他 6.19％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

87.70％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.44％

（調整）

住民税均等割額 4.96％

評価性引当増加額 △2.82％

圧縮積立金 2.56％

その他 △1.32％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

43.82％

－28－

(株)マツヤ　(7452)　平成23年2月期決算短信



当連結会計年度(自  平成22年３月１日  至  平成23年２月28日) 

１  金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、主にスーパーマーケット事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金

(主に銀行借入やリース取引)を調達しております。一時的な余剰資金は安全性及び随時換金性の高い金

融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブはリスク

管理方針に基づきリスクを回避するために利用することとし、投機的な取引は行わない方針としており

ます。なお、当連結会計年度末において、デリバティブは利用しておりません。 

  

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

①資産 

現金及び預金は、すべて円建てであり、ほとんどが要求払預金であります。 

売掛金は、すべて1年以内の回収期日であり、顧客の信用リスクに晒されております。 

リース投資資産は、スーパーマーケット事業において、当社グループが開発したショッピングモール

に出店したテナントに対するものであり、借手の信用リスクに晒されております。 

投資有価証券は、主に政策保有目的及び業務上の関係を有する企業の株式であり、取引先の信用リス

ク及び市場価格の変動リスクに晒されております。 

長期貸付金は、当社の出店に係るものであり、貸付先の信用リスクに晒されております。 

差入保証金は、当社が出店している物件に係る不動産賃貸契約に係るものであり、差入先の信用リス

クに晒されております。 

②負債 

買掛金は、すべて1年以内の支払期日であります。 

借入金及びリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、金利の変動リスク

に晒されております。 

  

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理 

当社グループは、営業債権及び長期貸付金について、各担当部門が主要な取引先の状況を定期的に

モニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収

懸念の早期把握や軽減を図っております。 

②  市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理 

当社は、投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、市

況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

③  資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理 

当社グループは、各部署からの報告に基づき財務本部が適時に資金繰計画を作成・更新するととも

に、手許流動性を適正値に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。 

  

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 

  

(5) 信用リスクの集中 

該当事項はありません。 

  

(金融商品関係)

－29－

(株)マツヤ　(7452)　平成23年2月期決算短信



  
２  金融商品の時価等に関する事項 

平成23年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注

２)を参照ください。)。 
(単位：千円) 

 
  

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資  産 

(1) 現金及び預金 

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

  

(2) 売掛金 

すべて短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

  

(3) リース投資資産 

回収可能性を反映した元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値によっております。 

  

(4) 投資有価証券 

投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。 

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記をご参照くださ

い。 

  

(5) 長期貸付金（１年以内に回収予定のものも含む） 

長期貸付金の時価については、その種別ごとに分類し、返済予定期間に応じて将来キャッシュ・フロ

ーを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定し

ております。 

  

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 545,963 545,963 ―

(2) 売掛金 224,921 224,921 ―

(3) リース投資資産 533,821 533,821 ―

(4) 投資有価証券 589,655 589,655 ―

(5) 長期貸付金（1年以内に回収予
定のものも含む）

9,706 9,865 158

(6) 差入保証金（1年以内に回収予
定のものも含む）

507,205 456,750 △50,455

資産計 2,411,274 2,360,977 △50,296

(1) 買掛金 1,964,678 1,964,678 ―

(2) 短期借入金 3,318,209 3,318,209 ―

(3) 長期借入金（1年以内に返済予
定のものも含む）

4,335,026 4,307,441 △27,585

(4) リース債務（1年以内に返済予
定のものも含む）

648,794 620,871 △27,923

負債計 10,266,709 10,211,200 △55,508

デリバティブ取引 ― ― ―
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(6) 差入保証金（1年以内に回収予定のものも含む） 

差入保証金の時価については、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッ

ドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

  

負  債 

(1) 買掛金 

すべて短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

  

(2) 短期借入金 

すべて短期間で返済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

  

(3) 長期借入金（１年以内に返済予定のものも含む）及び(4)リース債務（１年以内に返済予定のものも

含む） 

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又は、リース取引を行った場合に想

定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

  

デリバティブ取引 

該当事項はありません。 

  

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
(単位：千円) 

 
  

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(4)投資

有価証券」には含めておりません。 

  

(注３)満期のある金銭債権及び有価証券の連結決算日後の償還予定額 
(単位：千円) 

 
  

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 39,437

１年以内
１年超
５年以内

５年超 
10年以内

10年超

現金及び預金 545,963 ― ― ―

売掛金 224,921 ― ― ―

リース投資資産 21,177 92,784 136,495 283,364

貸付金（1年以内回収予定のものも含む） 2,468 6,409 828 ―

差入保証金（1年以内回収予定のものも含む） 21,405 15,540 211,370 258,889

合計 815,936 114,734 348,694 542,253
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(注４)長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額 

(単位：千円) 

 
  

(追加情報) 

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号  平成20年３月10日)及び「金

融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号  平成20年３月10日)を適用してお

ります。 

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超 
５年以内

５年超

長期借入金（1年以内に返済
予定のものも含む）

1,050,484 940,044 855,644 700,710 304,774 483,370

リース債務（1年以内に返済
予定のものもを含む）

96,726 99,882 103,149 106,174 88,495 154,366

合計 1,147,210 1,039,926 958,793 806,884 393,269 637,736
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前連結会計年度(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
（注）「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

(有価証券関係)

区分 取得原価(千円)
連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(千円)
差額(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超
えるもの

株式 211,996 271,586 59,590

債券 ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─

小計 211,996 271,586 59,590

連結貸借対照表計上額が取得原価を超
えないもの

株式 313,614 250,049 △63,564

債券 ─ ─ ─

その他 9,995 9,418 △576

小計 323,609 259,468 △64,141

合計 535,606 531,055 △4,551

売却額(千円) 売却益の合計(千円) 売却損の合計(千円)

64,654 6,491 ─

内容 連結貸借対照表計上額(千円)

非上場株式 44,437

合計 44,437
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当連結会計年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
（注）「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 
３ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

 
  

  

区分 取得原価(千円)
連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(千円)
差額(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超
えるもの

株式 216,996 319,603 102,607

債券 ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─

小計 216,996 319,603 102,607

連結貸借対照表計上額が取得原価を超
えないもの

株式 313,614 260,455 △53,158

債券 ─ ─ ─

その他 9,995 9,595 △399

小計 323,609 270,051 △53,558

合計 540,606 589,655 49,048

売却額(千円) 売却益の合計(千円) 売却損の合計(千円)

― ― ─

内容 連結貸借対照表計上額(千円)

非上場株式 39,437

合計 39,437
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前連結会計年度(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日) 

  

 
  

  

 
(注) 時価の算定方法 

時価は、取引先金融機関から当該取引について提示された価格等に基づき算定しております。 

  

当連結会計年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日) 

 当連結会計年度末においてデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  

  

(デリバティブ取引関係)

１ 取引の状況に関する事項

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

(1) 取引の内容

当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取引であります。

(2) 取引に対する取組方針

当社は、財務上発生している金利リスクをヘッジし、リスク管理を効率的に行うためにデ

リバティブ取引を導入しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(3) 取引の利用目的

当社は、変動金利を固定金利に変更する目的で金利スワップ取引を利用しております。

(4) 取引に係るリスクの内容

金利スワップ取引においては市場金利の変動によるリスクを有しております。なお、当社

のデリバティブ取引の契約先は、信用度の高い国内銀行であるため、相手方の契約不履行に

よるリスクはほとんどないと認識しております。

(5) 取引に係るリスク管理体制

社内の体制として、デリバティブ取引を行う場合には社内規程により、稟議による社長決

裁、または取締役会の承認を必要としております。

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足説明

金利スワップ取引に係る契約額等は計算上の想定元本であり、デリバティブ取引に係るリ

スクを示すものではありません。

２ 取引の時価等に関する事項

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

金利関連

区分 種類

前連結会計年度
(平成22年２月28日)

契約額等
(千円)

契約額等の
うち１年超 
(千円)

時価
(千円)

評価損益
(千円)

市場取引 
以外の取引

金利スワップ取引

受取変動・支払固定 70,400 ─ △442 △442

合計 70,400 ─ △442 △442
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前連結会計年度(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日) 

１  採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定拠出型年金制度及び退職一時金制度を設けております。 

また、上記制度に上積みして、総合設立の厚生年金基金制度を採用しております。 

 

3.6％ 

上記(1)の差引額の要因は、当期運用損失等により発生した不足金を翌年度に繰り越されたものであり

ます。 

なお、上記(2)の割合は、当社グループの実際の負担割合と一致いたしません。 

  

２  退職給付債務に関する事項(平成22年２月28日) 

 
  

３  退職給付費用に関する事項(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日) 

 
(注1) (5)その他は、総合設立の厚生年金基金への拠出金支払額、及び確定拠出年金への掛金支払額であります。 

  

４  退職給付債務等の計算の基礎に関する事項(平成22年２月28日) 

 
(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により翌連結会計年度から費用

処理することとしております。) 

 
(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により費用処理することとして

おります。) 

(退職給付関係)

・要拠出額を退職給付費用としている複数事業主制度に関する事項

(1) 制度全体の積立状況に関する事項 (平成21年３月31日現在)

年金資産の額 98,776,088千円

年金財政計算上の給付債務の額 134,746,666

差引額 △35,970,577

(2) 制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合（自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日）

(3) 補足説明

(1) 退職給付債務 △376,918千円

(2) 未認識数理計算上の差異 △7,586

(3) 未認識過去勤務債務 2,501

(4) 退職給付引当金 △382,003

(1) 勤務費用 21,148千円

(2) 利息費用 6,984

(3) 数理計算上の差異の費用処理額 △1,022

(4) 過去勤務債務の費用処理額 1,845

(5) その他 123,290

(6) 退職給付費用((1)+(2)+(3)+(4)+(5)) 152,246

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2) 割引率 2.0％

(3) 数理計算上の差異の処理年数 10年

(4) 過去勤務債務の額の処理年数 10年
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当連結会計年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日) 

１  採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定拠出型年金制度及び退職一時金制度を設けております。 

また、上記制度に上積みして、総合設立の厚生年金基金制度を採用しております。 

 

 3.7 ％ 

上記(1)の差引額の要因は、過年度の繰越不足金から当期運用利益等により充当した不足金を翌年度に

繰り越されたものであります。 

なお、上記(2)の割合は、当社グループの実際の負担割合と一致いたしません。 

  

２  退職給付債務に関する事項(平成23年２月28日) 

 
  

３  退職給付費用に関する事項(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日) 

 
(注1) (5)その他は、総合設立の厚生年金基金への拠出金支払額、及び確定拠出年金への掛金支払額であります。 

  

４  退職給付債務等の計算の基礎に関する事項(平成23年２月28日) 

 
(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により翌連結会計年度から費用

処理することとしております。) 

 
(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により費用処理することとして

おります。) 

  

・要拠出額を退職給付費用としている複数事業主制度に関する事項

(1) 制度全体の積立状況に関する事項 (平成22年３月31日現在)

年金資産の額 107,729,211千円

年金財政計算上の給付債務の額 128,407,944

差引額 △20,678,733

(2) 制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日）

(3) 補足説明

(1) 退職給付債務 △400,025千円

(2) 未認識数理計算上の差異 △7,539

(3) 未認識過去勤務債務 655

(4) 退職給付引当金 △406,909

(1) 勤務費用 23,676千円

(2) 利息費用 7,411

(3) 数理計算上の差異の費用処理額 △1,531

(4) 過去勤務債務の費用処理額 1,845

(5) その他 132,831

(6) 退職給付費用((1)+(2)+(3)+(4)+(5)) 164,234

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2) 割引率 2.0％

(3) 数理計算上の差異の処理年数 10年

(4) 過去勤務債務の額の処理年数 10年
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前連結会計年度（自 平成21年3月1日 至 平成22年2月28日） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成22年3月1日 至 平成23年2月28日） 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

当社グループは長野県において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸商業施設を有しております。

なお、賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。 

(追加情報） 

当連結会計年度から、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準委員会平成

20年11月28日 企業会計基準第20号）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成20年11月28日 企業会計基準適用指針第23号）を適用しております。

(ストック・オプション等関係)

(企業結合等関係)

(賃貸等不動産関係)
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(注) 算定上の基礎  

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益金額 

 
  

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

１株当たり純資産額 424円82銭

１株当たり当期純利益 5円27銭

１株当たり純資産額 452円90銭

１株当たり当期純利益 37円36銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜

在株式がないため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜

在株式がないため記載しておりません。

前連結会計年度
(平成22年２月28日）

当連結会計年度
(平成23年２月28日）

連結貸借対照表の純資産の部の
合計額

(千円) 3,157,813 3,254,464

普通株式に係る純資産額 (千円) 3,157,813 3,254,464

普通株式の発行済株式数 (千株) 8,415 8,415

普通株式の自己株式数 (千株) 981 1,229

1株当たり純資産額の算定に用い
られた普通株式の数

(千株) 7,433 7,185

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当期純利益 (千円) 39,224 270,489

普通株主に帰属しない金額 (千円) ─ ―

普通株式に係る当期純利益 (千円) 39,224 270,489

普通株式の期中平均株式数 (千株) 7,436 7,239

(重要な後発事象)
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5.【個別財務諸表】

(1)【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成22年２月28日)

当事業年度
(平成23年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1 789,701 ※1 486,165

売掛金 203,110 224,921

商品 1,354,018 1,912,137

貯蔵品 5,517 5,743

前払費用 139,577 151,253

繰延税金資産 136,548 70,173

未収入金 508,711 449,567

その他 ※3 97,141 ※3 120,385

貸倒引当金 △11,700 △4,000

流動資産合計 3,222,625 3,416,347

固定資産

有形固定資産

建物 ※1 12,411,554 ※1 12,530,877

減価償却累計額 ※2 △6,930,357 ※2 △7,328,533

建物（純額） 5,481,196 5,202,344

構築物 1,854,304 1,885,675

減価償却累計額 ※2 △1,394,587 ※2 △1,456,041

構築物（純額） 459,717 429,634

機械及び装置 294,935 304,914

減価償却累計額 ※2 △245,201 ※2 △258,688

機械及び装置（純額） 49,733 46,225

車両運搬具 15,121 15,121

減価償却累計額 △13,143 △13,793

車両運搬具（純額） 1,978 1,327

工具、器具及び備品 441,105 446,343

減価償却累計額 ※2 △384,343 ※2 △400,267

工具、器具及び備品（純額） 56,762 46,076

土地 ※1 1,889,818 ※1 1,960,776

リース資産 954,928 1,086,457

減価償却累計額 △63,151 △166,768

リース資産（純額） 891,776 919,688

建設仮勘定 6,460 48,460

有形固定資産合計 8,837,443 8,654,533

無形固定資産

のれん 33,333 28,333

借地権 ※1 1,089,344 ※1 1,089,344

商標権 106 7

ソフトウエア 20,836 13,891

リース資産 50,396 48,806

電話加入権 14,323 14,323

無形固定資産合計 1,208,341 1,194,706
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年２月28日)

当事業年度
(平成23年２月28日)

投資その他の資産

投資有価証券 ※1 575,492 ※1 629,092

関係会社株式 496,430 496,430

出資金 1,622 1,632

長期貸付金 9,706 7,238

関係会社長期貸付金 306,700 221,100

長期前払費用 34,223 22,918

繰延税金資産 262,673 184,510

差入保証金 ※3 558,382 ※3 539,695

建設協力金 ※3 350,000 ※3 350,000

その他 91,838 95,670

貸倒引当金 △4,700 △4,700

投資その他の資産合計 2,682,370 2,543,589

固定資産合計 12,728,155 12,392,830

資産合計 15,950,781 15,809,177

負債の部

流動負債

買掛金 1,943,234 1,964,678

短期借入金 ※1 3,036,170 ※1 3,318,209

1年内返済予定の長期借入金 ※1 1,366,433 ※1 1,050,484

リース債務 ※3 81,896 ※3 108,940

未払金 360,398 399,983

未払費用 262,278 263,280

未払法人税等 42,000 115,000

前受金 567 583

預り金 133,625 118,784

前受収益 22,180 20,871

賞与引当金 135,000 145,000

流動負債合計 7,383,784 7,505,816

固定負債

長期借入金 ※1 3,652,613 ※1 3,284,542

リース債務 ※3 941,230 ※3 957,260

退職給付引当金 382,003 406,909

長期未払金 62,587 57,660

長期預り金 222,983 206,106

固定負債合計 5,261,418 4,912,479

負債合計 12,645,202 12,418,296
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年２月28日)

当事業年度
(平成23年２月28日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,097,000 1,097,000

資本剰余金

資本準備金 819,000 819,000

資本剰余金合計 819,000 819,000

利益剰余金

利益準備金 156,445 156,445

その他利益剰余金

別途積立金 1,687,000 1,687,000

繰越利益剰余金 211,234 396,043

利益剰余金合計 2,054,679 2,239,488

自己株式 △662,390 △805,916

株主資本合計 3,308,289 3,349,571

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2,710 41,309

評価・換算差額等合計 △2,710 41,309

純資産合計 3,305,578 3,390,881

負債純資産合計 15,950,781 15,809,177
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(2)【損益計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

売上高 37,647,915 38,319,627

売上原価

商品期首たな卸高 1,038,315 1,354,018

当期商品仕入高 28,816,635 29,386,198

合計 29,854,951 30,740,216

商品期末たな卸高 1,354,018 1,912,137

売上原価合計 28,500,933 28,828,078

売上総利益 9,146,982 9,491,548

手数料収入 634,792 644,495

不動産賃貸収入 438,404 413,343

その他の営業収入 1,073,197 1,057,839

営業総利益 10,220,179 10,549,388

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 355,849 363,323

消耗品費 339,360 336,793

配送費 504,800 531,794

役員報酬 123,585 163,485

従業員給料及び賞与 3,626,037 3,736,114

賞与引当金繰入額 135,000 145,000

退職給付費用 152,246 164,234

法定福利費 364,546 390,856

福利厚生費 96,342 91,147

地代家賃 940,531 922,542

修繕維持費 494,427 514,455

減価償却費 599,198 619,333

賃借料 498,501 424,529

水道光熱費 729,563 746,443

事業税 24,727 28,396

その他 649,992 705,285

販売費及び一般管理費合計 9,634,710 9,883,736

営業利益 585,469 665,651

営業外収益

受取利息 7,807 7,105

受取配当金 12,225 13,011

債務勘定整理益 12,886 7,979

その他 18,231 16,729

営業外収益合計 51,150 44,825

営業外費用

支払利息 193,643 196,216

その他 1,646 2,278

営業外費用合計 195,289 198,494

経常利益 441,330 511,982
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

特別利益

固定資産売却益 ※1 11,672 －

投資有価証券売却益 6,491 －

貸倒引当金戻入額 － 7,700

特別利益合計 18,164 7,700

特別損失

固定資産除却損 － ※2 22,815

特別損失合計 － 22,815

税引前当期純利益 459,494 496,867

法人税、住民税及び事業税 23,652 102,768

法人税等調整額 238,210 134,957

法人税等合計 261,863 237,725

当期純利益 197,631 259,141
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(3)【株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,097,000 1,097,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,097,000 1,097,000

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 819,000 819,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 819,000 819,000

資本剰余金合計

前期末残高 819,000 819,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 819,000 819,000

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 156,445 156,445

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 156,445 156,445

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 2,187,000 1,687,000

当期変動額

別途積立金の取崩 △500,000 －

当期変動額合計 △500,000 －

当期末残高 1,687,000 1,687,000

繰越利益剰余金

前期末残高 △411,986 211,234

当期変動額

剰余金の配当 △74,410 △74,332

当期純利益 197,631 259,141

別途積立金の取崩 500,000 －

当期変動額合計 623,220 184,808

当期末残高 211,234 396,043

利益剰余金合計

前期末残高 1,931,458 2,054,679

当期変動額

剰余金の配当 △74,410 △74,332

当期純利益 197,631 259,141

別途積立金の取崩 － －

当期変動額合計 123,220 184,808

当期末残高 2,054,679 2,239,488
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

自己株式

前期末残高 △657,767 △662,390

当期変動額

自己株式の取得 △4,622 △143,526

当期変動額合計 △4,622 △143,526

当期末残高 △662,390 △805,916

株主資本合計

前期末残高 3,189,690 3,308,289

当期変動額

剰余金の配当 △74,410 △74,332

当期純利益 197,631 259,141

自己株式の取得 △4,622 △143,526

当期変動額合計 118,598 41,282

当期末残高 3,308,289 3,349,571

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △4,289 △2,710

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1,578 44,019

当期変動額合計 1,578 44,019

当期末残高 △2,710 41,309

評価・換算差額等合計

前期末残高 △4,289 △2,710

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1,578 44,019

当期変動額合計 1,578 44,019

当期末残高 △2,710 41,309

純資産合計

前期末残高 3,185,401 3,305,578

当期変動額

剰余金の配当 △74,410 △74,332

当期純利益 197,631 259,141

自己株式の取得 △4,622 △143,526

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,578 44,019

当期変動額合計 120,177 85,302

当期末残高 3,305,578 3,390,881
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該当事項はありません。 

(4)【継続企業の前提に関する注記】
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(5)【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの
期末日の市場価格等に基づく時価
法
(評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移動平均
法により算出しております)

その他有価証券

時価のあるもの
同左

時価のないもの
移動平均法による原価法

時価のないもの
同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品

売価還元法による原価法（収益性の
低下による簿価切下げの方法）
ただし、生鮮食料品は最終仕入原価
法（収益性の低下による簿価切下げ
の方法）

商品

同左

貯蔵品

最終仕入原価法

貯蔵品

同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産（リース資産除く）……

定率法

ただし、建物(建物附属設備を除

く)は定額法

なお、主要な耐用年数は、以下の

とおりであります。

建物 10年～34年

構築物 10年～20年

有形固定資産（リース資産除く）……

同左

無形固定資産（リース資産除く）……

定額法

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法によってお

ります。

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額をゼロとする定額法によってお

ります。

なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース取引

開始日が平成21年２月28日以前のも

のについては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によって

おります。

無形固定資産（リース資産除く）……

同左 

  

  

  

 

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

同左

長期前払費用……定額法 長期前払費用……同左
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項目
前事業年度

(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

４ 引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一

般債権については、貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(1)貸倒引当金

同左

(2)賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額を計上しておりま

す。

(2)賞与引当金

同左

(3)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当

事業年度末に発生していると認めら

れる額を計上しております。

過去勤務債務については、発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による按分額を費

用処理しております。

数理計算上の差異については、発

生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)による按分額

をそれぞれ発生の翌事業年度より費

用処理しております。

(3)退職給付引当金

同左

５ ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引

金利スワップの特例処理によっ

ております。

①ヘッジ会計の方法

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

金利リスクを回避するためのス

ワップ取引

ヘッジ対象

借入金の支払金利

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③ヘッジ方針

当社のリスク管理方針に基づ

き、金利変動リスクをヘッジす

ることとしております。

③ヘッジ方針

同左

④ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件

を満たしているので、決算日に

おける有効性の評価を省略して

おります。

④ヘッジの有効性評価の方法

当事業年度末においてデリバテ

ィブ取引を使用していないた

め、有効性の評価を省略してお

ります。

６ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理 

は、税抜方式によっております。

消費税等の会計処理方法

同左
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(6)【重要な会計方針の変更】

【会計方針の変更】

前事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年3月１日
至 平成23年2月28日)

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成18年７月５日公表分 企業会計基準第９

号）を適用し、評価基準については、原価法から原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更してお

ります。前事業年度と同一の方法によった場合と比べ、

営業利益、経常利益、税引前当期純利益に与える影響は

軽微であります。

（リース取引に関する会計基準の適用）

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当事業年度より、「リース取引に関する

会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））を適用し、通常の売買処理によっておりま

す。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成21年２月28日以前のものに

ついては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。

これにより、営業利益は21,426千円増加し、経常利益

及び税引前当期純利益はそれぞれ14,709千円減少してお

ります。

―――――

 

 

  

 

 

 

 

 

―――――

――――― （退職給付に係る会計基準）

当事業年度から、「退職給付に係る会計基準」の一部

改正（その３）（企業会計基準第19号 平成20年７月31

日）を適用しております。

数理計算上の差異を翌期から償却するため、これによ

る営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影

響はありません。

また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債務

の差額の未処理残高はありません。
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(7)【個別財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成22年２月28日)

当事業年度 
(平成23年２月28日)

※１ 担保提供資産

(担保に供している資産)

現金及び預金 30,000千円

建物 4,335,943

土地 1,791,379

借地権 27,000

投資有価証券 247,139

計 6,431,461

※１ 担保提供資産

(担保に供している資産)

現金及び預金 30,000千円

建物 4,125,283

土地 1,791,107

借地権 27,000

投資有価証券 256,934

計 6,230,324

(上記に対応する債務)

短期借入金 2,443,400千円

１年内返済予定の長期借入金 1,176,033

長期借入金 3,467,613

計 7,087,046

(上記に対応する債務)

短期借入金 2,753,400千円

１年内返済予定の長期借入金 953,184

長期借入金 3,196,842

計 6,903,426

※２ 減損損失累計額

減損損失累計額は、当該資産の減価償却累計額

に含めて表示しております。

※２ 減損損失累計額

同左

※３ 関係会社に対する資産及び負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。

流動資産の「その他」 45,082千円

差入保証金 100,000

建設協力金 350,000

流動負債の「リース債務」 13,271

固定負債の「リース債務」 449,746

※３ 関係会社に対する資産及び負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。

流動資産の「その他」 45,036千円

差入保証金 100,000

建設協力金 350,000

流動負債の「リース債務」 14,057

固定負債の「リース債務」 435,689

４ 偶発債務

下記の会社の金融機関からの借入金(建設資金)に

対して、次のとおり債務保証を行っております。

須高ケーブルテレビ㈱ 9,151千円

計 9,151千円

４ 偶発債務

下記の会社の金融機関からの借入金(建設資金)に

対して、次のとおり債務保証を行っております。

須高ケーブルテレビ㈱ 6,561千円

計 6,561千円
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(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

取締役会決議による取得    7,800 株 

  

   

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

取締役会決議による取得   247,400 株 

  

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。

受取利息 6,686千円

支払利息 23,965

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。

受取利息 6,760千円

支払利息 28,081

※２ 固定資産売却益の内訳は建物10,628千円、構築 

物772千円、機械及び装置17千円、工具、器具及び備 

品５千円、借地権197千円、長期前払費用50千円であ 

ります。

―――――

――――― ※３ 固定資産除却損は、原状回復費用22,815千円であ

ります。

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日)

１ 自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 973,963 7,800 ─ 981,763

当事業年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日)

１ 自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 981,763 247,400 ─ 1,229,163
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(リース取引関係)

前事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

1.ファイナンス・リース取引

（借主側）
（1）リース資産の内容

・有形固定資産
主として、店舗における什器・備品等であります。
・無形固定資産
主として、本社におけるソフトウェアであります。

（2）リース資産の減価償却の方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする
定額法によっております。

1.ファイナンス・リース取引

（借主側）
（1）リース資産の内容

・有形固定資産
同左
・無形固定資産
同左

（2）リース資産の減価償却の方法
同左

２.リース取引開始日が平成21年２月28日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引 

（借主側）

２.リース取引開始日が平成21年２月28日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引 

（借主側）

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

機械及び装置 462,414 357,399 105,014

車両運搬具 25,250 12,600 12,649

工具、器具及び
備品

2,269,683 1,183,252 1,086,431

ソフトウエア 236,708 105,447 131,260

合計 2,994,056 1,658,700 1,335,356

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

機械及び装置 341,014 278,126 62,887

車両運搬具 28,832 18,596 10,235

工具、器具及び
備品

1,983,282 1,173,736 809,545

ソフトウエア 231,014 137,082 93,931

合計 2,584,143 1,607,543 976,600

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 380,414千円

１年超 1,060,786

合計 1,441,200

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 322,209千円

１年超 745,188

合計 1,067,397

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 488,479千円

減価償却費相当額 422,546

支払利息相当額 60,047

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 416,913千円

減価償却費相当額 361,731

支払利息相当額 44,761

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

……リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

同左

・利息相当額の算定方法

……リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。

・利息相当額の算定方法

同左

３.オペレーティング・リース取引

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

１年以内 1,332千円

１年超 1,332

合計 2,664  

３.オペレーティング・リース取引

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

１年以内 1,332千円

合計 1,332
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前事業年度(平成22年２月28日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当事業年度(平成23年２月28日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

 
  

前事業年度(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日) 

該当事項はありません。 

  

(有価証券関係)

(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成22年２月28日)

当事業年度 
(平成23年２月28日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

繰延税金資産

繰越欠損金 68,033千円

減損損失 106,233

投資有価証券 90,002

退職給付引当金 159,507

賞与引当金 54,594

その他 36,900

小計 515,271

評価性引当額 △116,049

繰延税金資産合計 399,222  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

繰延税金資産

減損損失 103,278千円

投資有価証券 28,869

退職給付引当金 169,579

賞与引当金 58,638

その他 29,064

小計 389,429

評価性引当額 △125,630

繰延税金資産合計 263,799

繰延税金負債

リース △5,516

その他 △3,598

繰延税金負債合計 △9,114

繰延税金資産の純額 254,684

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.44％

（調整）

住民税均等割額 4.78％

評価性引当増加額 11.53％

その他 0.23％

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率

56.99％  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.44％

（調整）

住民税均等割額 4.78％

その他 2.63％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

47.85％

(企業結合等関係)
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(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産 

 
  

２ １株当たり当期純利益 

 
  

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

１株当たり純資産額 444円70銭

１株当たり当期純利益 26円58銭

１株当たり純資産額 471円88銭

１株当たり当期純利益 35円80銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式がないため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式がないため記載しておりません。

前事業年度
(平成22年２月28日）

当事業年度
(平成23年２月28日）

貸借対照表の純資産の部の合計
額

(千円) 3,305,578 3,390,881

普通株式に係る純資産額 (千円) 3,305,578 3,390,881

普通株式の発行済株式数 (千株) 8,415 8,415

普通株式の自己株式数 (千株) 981 1,229

１株当たり純資産額の算定に用
いられた普通株式の数

(千株) 7,433 7,185

前事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当期純利益 (千円) 197,631 259,141

普通株主に帰属しない金額 (千円) ─ ─

普通株式に係る当期純利益 (千円) 197,631 259,141

普通株式の期中平均株式数 (千株) 7,436 7,239

(重要な後発事象)
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①代表者の異動 

該当事項はありません。 

  

②その他の役員の異動 

1.新任取締役候補 

該当事項はありません。 

2.退任予定取締役 

該当事項はありません。 

3.新任監査役候補 

監査役   福井 進 

4.退任監査役候補 

該当事項はありません。 

（注）新任監査役候補者 福井 進氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

該当事項はありません 

6. その他

(1) 役員の異動

(2) その他
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